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1. はじめに 
震災後の電力不足によって、以前にまして産業空洞化への懸念が強まっている。電力不足

と高い法人税率、円高、労働規制、温暖化対策、貿易自由化の遅れと合わせて、「六重苦」

と呼ぶこともある。 

 

企業が生産拠点を海外に設けるとき、国内の資源配分はどうなるのであろうか。こうした

問題を考える 1 つの出発点となるのが、今回紹介するヘルプマンの論文、Helpman (1984) で

ある。 

 

Helpman (1984) は、一般均衡の枠組みを用いて、海外生産の仕組みを理論的に初めて明ら

かにした。垂直的外国直接投資（垂直的 FDI）や多国籍企業の研究の古典的論文である。 

 

前回は、企業の海外進出の理由を俯瞰的に紹介したが、今回は、Helpman (1984) に依拠し

て、先進国の企業が途上国に進出する垂直的外国直接投資に絞って、海外生産の仕組みを

考える。 

 

2. 国境を越える知識 
テレビや自動車のように差別化された工業製品の生産には、知識労働者（general purpose 

input）と非熟練労働者が必要であると考えることができる。知識労働者は、製品の開発や

製造工程の設計、企業組織の経営等を行う。非熟練労働者は、製品の製造に従事する。 

 

 
図 1 知識労働者と非熟練労働者（工場労働者） 
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ここで重要なことは、知識労働者が生み出す知識（サービス）は、国境を越えることがで

きることである。たとえば、日本で製品開発されたトヨタのカローラは、タイでも生産で

きる。日本でデザインされたユニクロのフリースは、中国でも生産できる。知識労働者が

生み出す知識は、いわば企業特殊な公共財であり、国境を越える。 

 

3. 垂直的外国直接投資を理解する 
では、なぜ、トヨタやユニクロのような日本企業は、日本で開発した製品を中国やタイで

生産するのか。 

 

それは、Helpman (1984) に基づけば、日本と中国（タイ）で資源の賦存状況が異なるから

である。日本は相対的に知識労働者が多い。一方の中国は相対的に非熟練労働者が多い。

日本に比べ、中国にはふんだんに非熟練労働者がいる。逆に、日本は、大卒者の割合が中

国に比べて高い。 

 

それぞれの豊富な資源を出し合えば、個々の国で独立に生産を行うよりも、日本と中国全

体としてより多くの生産を実現できる。日本の知識労働者の知識と中国の工場労働者の力

が合わされば、より多くの財を生産できる。 

 

知識は国境を越えることができる一方で、非熟練労働者は国境を越えることができない。

結果として、生産拠点は、日本ではなく中国に位置することになる。海外生産から得られ

る収入の一部は、日本の知識労働者への対価として日本に還元される。その対価を用いて、

日本は別の財を海外から輸入することができる。それによって、日本は豊かになる。 

 

4. 産業は空洞化するのか 
Helpman (1984) に基づいて考えれば、日本企業の海外生産は、日本を豊かにする。企業の

海外生産を止める必要はない。失業という無駄も生じない。国内雇用の減少も生じない。

むしろ、日本企業の海外生産で資源は有効活用される。 

 

では、こうした理論に反して、産業の空洞化の問題に人々が頭を悩ませているのはどうし

てなのか。 

 

その理由の 1 つとして挙げうるのは、理論の想定に反して、労働市場が不完全であること

である。労働者は、企業に瞬時に円滑に雇用されるわけではない。その結果、完全雇用が

実現せず、失業が生じうる可能性がある。 
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ただ、国内の失業と企業の海外生産がどのように関連するかは明らかではない。労働市場

の不完全性を含めた国際貿易理論は、近年急速に開発されつつあるが、外国直接投資まで

含めた理論は、まだ見当たらない。 

 

5. 終わりに 
今回は、Helpman (1984) に基づいて、企業の海外生産を資源配分問題として考えた。基本

的には、企業の海外生産は、国内外の資源の有効活用を通じて、日本を豊かにする。一方

で、労働市場の不完全性を考慮すれば、企業の海外生産と労働市場との関係については、

未解明の点も残る。 

 

今回の垂直的外国直接投資の議論を踏まえて、次回以降、契約理論を用いて本社と海外子

会社との関係を分析する新しい研究潮流を紹介することにしたい。 

 

参考文献 
Helpman, Elhanan. (1984) "A Simple Theory of International Trade with Multinational 

Corporations." Journal of Political Economy, 92(3): 451-471. 
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補論：ボックスダイアグラムによる図解 
 

図 2 は、Helpman (1984) の垂直的外国直接投資の理論をボックスダイアグラムと呼ばれる、

国際貿易論でよく使われる図で表したものである。Helpman (1984) が示したこの図は、国

際貿易論の中では極めて有名な図であるので、簡単な説明を行う。 

 
図 2 海外生産の図解 

出所：Helpman (1984) の Figure 2 をもとに著者作成。 

注：緑の線は日本による生産、青の線は外国による生産、深い青の矢印線は日本企業の海

外生産を、それぞれ示す。 

 

まず、設定は以下の通りである。。 

1. 自国（上添え字１）と外国（上添え字２）の 2 国から世界が成ると考える。 

2. 初期の賦存量が E’で与えられるとする。外国に比べて、自国は知識労働者が豊富であ

る。 

3. 横軸は非熟練労働者（L）の賦存量を示す。 

 自国の非熟練労働者の賦存量は L1 である。 

 外国の非熟練労働者の賦存量は L2 である。 

 世界全体の非熟練労働者の賦存量は L1＋L2 であり、横軸全体の長さである。 

4. 縦軸は知識労働者（H）の賦存量を示す。 
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 自国の知識労働者の賦存量は H1 である。 

 外国の知識労働者の賦存量は H2 である。 

 世界全体の知識労働者の賦存量は H1＋H2 であり、縦軸全体の長さである。 

5. 同質財と差別財（工業品）の 2 つの財の生産が行われていると考える。 

 同質財よりも差別財は知識労働者集約的であるとする。 

 O1Q は、差別財の生産に必要な非熟練労働者と知識労働者の比率を傾きとするベ

クトルである。 

 O1Q’は、同質財の生産に必要な非熟練労働者と知識労働者の比率を傾きとするベ

クトルである。 

6. 同質財・差別財生産のそれぞれに要する知識労働者と非熟練労働者の要素比は二国間

で同じである。 

7. 二国の選好は同じで相似拡大型であり、生産要素表示での消費は必ず、対角線 O1 O2

上で行われる。 

 

以上の設定の下で、二国は以下のように生産を行う。 

1. 自国は、非熟練労働者 L1 を完全に使い、知識労働者を Hd だけ使って、差別財の国内生

産を O1 Pd の長さ分、行う。 

2. そうすると、知識労働者が Hf  (＝H1 －Hd) だけ余る。 

3. そこで、自国は、余った自国の知識労働者 Hf と外国の非熟練労働者を Lf だけ使って、

差別財の海外生産を PdE’m の長さ分、行う。 

 海外生産による差別財の売上から、外国の非熟練労働者の賃金支払いを除いた分

が、自国の知識労働者への報酬となる。 

4. 結果として、自国は、国内・海外合わせて、差別財の生産を O1 E’m 分行う。図では緑

の線で示されている。同質財の生産は行わない。 

5. 一方、外国は、残された非熟練労働者（L2－Lf）と知識労働者 H2 を使って、同質財を

O2 Q、差別財を QE’m の長さ分、生産する。図では青の線で示されている。 

6. 初期賦存点 E’を通る等費用線と対角線の交点 C において、要素で表示した消費が行わ

れる。 

7. 生産要素でみると、自国は豊富な知識労働者を輸出し、非熟練労働者を輸入すること

で、海外生産を行えない場合よりも、世界全体でより多くの生産を行える。 

 


